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開発課題１－１
（小目標）

産業振興と雇用創
出

2

2

無償 7.53 2,8

150.00 2

6.44 1, 2

6.00 2 土木機材

7.95 2,8

国別研修 1,2 広域、CPCO連携

個別専門家 3.90 1,2
広域、ギニア湾漁業委
員（CPCO）地域含む

実施期間

2024 2025 2026 2027 2028 2029

年度
以前

年度 年度 年度 年度

協力プログラム名 スキーム
支援額

（億円）
SDGs 備考

技プロ

無償

年度

国別開発協力方針　別紙

対コートジボワール共和国　事業展開計画

基本方針
（大目標）

　持続的な社会経済開発の促進及び平和と安定の強化

重点分野１
（中目標）

持続的な経済成長の推進

【現状と課題】
１　コートジボワールは、人口４億人を擁する西アフリカ諸国経済共同体（ECOWAS）市場において第２位の経済規
模を誇り、西アフリカ経済通貨同盟（UEMOA）８カ国のGDP合計の４割を占める西アフリカの経済大国である。2012
年以降、高い経済成長率を記録し、コロナ禍以降も2021年以降は6％台の経済成長率を維持しており、今後も力強
い経済成長が見込まれている。
２　コートジボワール政府は、2030年の高中所得国入りを実現するべく、国家開発計画(PND)2021-2025において、
包摂的な経済・社会開発による国際競争力の強化、国内格差の縮小や国民連帯の促進を掲げつつ、民間主導の経済
成長を達成すべく、経済、社会及び国家ガバナンスの構造的改革に取り組んでいる。
３（１）一方、物品輸出額のうち、第一次産品・化石資源・鉱物等、国内での加工プロセスが少ない付加価値の低
い産品の占める割合が８－９割を超えていることから、経済の多角化と産業高度化が求められており、それらを促
進する人的資本の育成が急務となっている。
（２）また、穀物価格の高騰等に対応しうる強靱な食料安全保障の確立が課題となっており、特に、消費量が伸び
ているコメや主要なタンパク源の一つである魚類等は、自給率がそれぞれ55％(SNDR２（国家稲作開発戦略フェー
ズ２） 2024-2030)と17％（PND2021-2025）と伸び悩んでおり農業の土地生産性の低さ（穀物の１haあたり収穫量
2.2トン、世界平均は4.1トン）（2020年、世銀）も課題となっている。
（３）加えて産業振興と雇用創出に当たっては、業界団体の育成、関連する産業規制、法規制の整備を行う必要が
ある。コートジボワールにおいては、中小企業の割合が96％（2019年、国家企業統計）を占めることを踏まえ、政
府は中小企業への技術支援及び国内企業の70％が課題と捉える金融アクセスへの支援を推し進めている。

【開発課題への対応方針】
１　第一次産業については農業・漁業、第二次産業については農・水産物加工など関連産業、第三次産
業については流通・小売・金融を中心とした産業の振興に係るコートジボワール政府の取組を支援。
（１）特に農業・水産分野については、「農業機械サービス向上のための機材整備計画」及び経済社会
開発計画による建機の供与により、バリューチェーンの構築を通じた産業振興への取組を後押し。
（２）併せて、雇用の大半を占める中小企業の育成・生産性の向上や、金融アクセス改善、産業高度化
に必要となる人的資本の開発を通じた、雇用の創出を図るコートジボワール政府の取組を支援し、日本
企業の投資環境の整備へ貢献することを目指す。
２　PND2021－2025では第５の柱として「気候変動対策」が明記されていることを踏まえ、案件形成の
際には、省エネルギーや再生可能エネルギー活用、資源リサイクルの推進、気候変動への対応を考慮す
る。

産業振興と雇用創
出

プログラム

IoTコンバインによる収穫請負ビジネスに係る普及・実証・ビジネス化事業
普及・実証・ビジ

ネス化事業
0.50

養殖魚バリューチェーン開発を通じた内水面養殖再興計画プロジェクト第２フェーズ

課題別研修他

技プロ

案件名

漁業・養殖アドバイザー

中西部ギニア湾地域の持続的な広域養殖振興に係る養殖漁場環境政策および対策

国産米振興プロジェクト　フェーズ２

国産米付加価値向上のための稲作機械整備計画

有償食糧安全保障緊急支援借款

経済社会開発計画（令和4年度）

稲作分野における機械化サービス向上計画

農業・水産・その他産業振興分野の課題別研修 2

無償

7.53
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産業振興と雇用創
出

プログラム

開発課題１－１
（小目標）

産業振興と雇用創
出

セネガル日本職業技能訓練センターにおける指導能力強化 第三国研修 0.80

スタートアップ・エコシステム強化 個別専門家

9,11

4,5

中小企業振興 個別専門家 2.00 8, 9

8, 9

【開発課題への対応方針】
１（１）コートジボワール政府による、「大アビジャン圏都市開発マスタープラン」及び「西アフリカ
成長リング回廊整備戦略的マスタープラン」に基づく、西アフリカ地域のハブとしてのアビジャンの経
済都市機能の向上、持続的な経済成長の基盤となる計画的な都市開発及び国内の基幹インフラ整備の取
組について、我が国は、日本企業の製品・技術も活用しつつ、支援する。
（２）アビジャン-バマコ回廊、アビジャンーワガドゥグ回廊及びアビジャン－ラゴス回廊の要衝であ
るアビジャンの発展が、域内の経済成長に貢献するものとなるよう、他の援助国や機関との協調の可能
性を探りながら、広域に裨益するインフラの整備に係るコートジボワールの取組を支援する。
２　PND2021－2025では第５の柱として「気候変動対策」が明記されていることを踏まえ、省エネル
ギーや再生可能エネルギー活用、資源リサイクルの推進、気候変動への対応に資する案件形成を行う。

2029

24.55 8,9

8

9

案件名

有償

第三国研修

技プロ 3.79 11

開発課題１－２
（小目標）

持続的なインフ
ラ・回廊整備

持続的なインフ
ラ・回廊開発プロ

グラム

有償 220.28

2027 2028

実施期間

年度
以前

年度 年度 年度 年度 年度

2.30 8, 9

7, 13

協力プログラム名 スキーム
支援額

（億円）
SDGs 備考2024 2025 2026

日本ＮＧＯ 1, 2, 8

大アビジャン圏における持続可能な廃棄物管理の計画策定及び改善プロジェクト

課題別研修他

魚のすり身加工技術普及と識字教育により、コートジボワール漁村女性の自立を支援する活動（令和4年度）

長期研修（アフリカの若者のための産業人材育成（ABE）イニシアティブ、食料安全保障のための農学ネットワーク（Agri-
Net)）

地理空間情報（GEOINT）を活用した税関の密輸摘発能力向上に係るJICA-WCO連携

アビジャン港穀物バース建設事業（第二期）

ターボ・コスー・ブアケ電力網強化事業

課題別研修他インフラ・環境分野等の課題別研修

アフリカ地域及び太平洋島嶼国における貿易円滑化・税関近代化に向けた能力向上に係るJICA-WCO連携 技プロ

大アビジャン圏道路維持管理機材整備計画

西部アフリカパワープール促進のための広域連携強化プロジェクト（ベナン広域） 技プロ

魚のすり身加工技術普及と識字教育により、コートジボワール漁村女性の自立を支援する活動（令和5年度）

【現状と課題】
１　1960～70年代に整備された道路、鉄道、港湾等のインフラがコートジボワールを域内の大国に押し上げたが、
1990年代から続いた政治・経済不安により、インフラへの適切な投資・管理がなされず、設備が老朽化し、サービ
スが低下した。一方、ここ30年で人口が倍増しており、インフラの整備・強化が課題となっている。
２　そのため、内戦終結後の2011年５月にウワタラ大統領が就任した後、同国政府は、PND2011-2015において持続
的なインフラ開発を開発計画における主要な柱として位置づけた。PND2021-2025でも、民間セクターの振興・投資
の促進という観点から、引き続きインフラ開発を重点に位置づけている。
（１）特に、アビジャンの増大する交通需要及び都市環境課題への対応、地方での低い道路舗装率や電力アクセス
等に代表される国内のインフラ地域格差  が、引き続き課題となっている。
（２）また、森林破壊や活発な産業活動に伴いエネルギー消費量が増える中で、省エネルギーや再生可能エネル
ギー活用、資源リサイクルの推進等が課題となっている。

日本ＮＧＯ 1, 2, 8

無償

2.93 7,3,12
複数国対象案件の
ため累計額を記載

アビジャン三交差点建設事業 有償 161.37 9,11

8
複数国対象案件の
ため累計額を記載

4.50

大アビジャン圏道路維持管理機材整備計画（準備調査）
協力準備調査(一

般)
9
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6.12 5. 16

16

重点分野２
（中目標）

平和で包摂的な社会の構築と拡大

開発課題２－１
（小目標）

包摂的なガバナン
スの強化

【現状と課題】
１　長く続いた政治軍事危機の影響により、コートジボワールでは、行政による基礎的社会サービスの提供機能が
著しく低下し、地域間における貧富の格差が拡大した。その結果、国民の行政に対する信頼は失われ、社会不和が
広がった。
２　治安セクターでは、2017年６月に国連PKOミッション（UNOCI）が完全撤退するなど、国家の統治機構への権限
移譲が大きく進み、コートジボワール政府は、警察機能の再組織化と強化、法の支配の確立、とりわけ国民の安全
強化や権利と義務の行使を通じた民主主義の促進を重要課題に掲げ、治安セクター改革（SSR）を推進してきた。
３　また、昨今のサヘル地域の不安定化に伴うコートジボワール北部における治安や難民の流入状況は流動的であ
り、統治機構の維持のための支援が必要な状況である。
４　PND2021-2025では「ガバナンス、国家の近代化及び行政機構とガバナンスの改革」が第６の柱として掲げられ
ており、国家統治機能の向上と定着が依然として重要な課題である。

【開発課題への対応方針】
１　全国における包摂的で透明性のある行政サービスの提供の達成による地域間格差の縮小、また、警
察・司法・市民保護等に関わる組織・人材の質・能力強化を通じた国家統治機能の向上と定着を目指す
コートジボワールの取組を支援する。
２　以下の点にも特段の注意を払う。
（１）持続的な経済成長を実現する上で不可欠である、平和で包摂的な社会の構築・拡大
（２）住民と連携した、包摂的な基礎的社会サービスの全国的な提供と、行政への信頼向上
（３）貧困・脆弱層（女性・若者等）への裨益
（４）隣国の治安悪化により庇護申請者や難民が流入する北部地域の行政・コミュニティの負担や懸念
の軽減

協力プログラム名 案件名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）
SDGs 備考

年度
以前

年度 年度 年度 年度 年度

包摂的なガバナン
スの強化プログラ

ム

地域警察強化プロジェクト（UNDP連携） 技プロ

仏語圏アフリカ刑事司法 国別研修

持続可能な社会的結束のための市民保護強化計画（UNDP連携）

3.70 16

2027 2028 2029

16警察、司法分野等の課題別研修 課題別研修他

4,6,16地方行政強化プロジェクト 技プロ 5.50

北東部国境地域におけるテロ対策能力向上計画（ＵＮ連携／ＵＮＯＤＣ実施） 無償 1.69 16

4教育分野の草の根・人間の安全保障無償資金協力 草の根無償

無償 4.22 4, 6, 16

選挙に関連した紛争予防並びに女性及び社会的弱者の政治参加促進計画（UNDP連携) 無償

中西部アフリカ地域国際金融犯罪対処能力強化 第三国研修  

4, 6, 16北部地域における地方政府社会インフラ改善計画（UNDP連携） 無償 4.22

16

2024 2025 2026

0.46
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3

開発課題２－２
（小目標）

ユニバーサル・ヘ
ルス・カバレッジ
（UHC）及び母子保

健の改善

保健プログラムアドバイザー 個別専門家

母子保健システム強化 国別研修

年度
以前

年度 年度 年度 年度 年度

　　その他

【凡例】　「協準」（＝全ての協力準備調査）、「詳細設計」（＝詳細設計）、「基礎情報調査」（＝基礎情報収集・確認調査）、「技プロ」（＝技術協力プロジェクト）、「開発計画」（＝開発計画調査型技術協力）、「個別専門家」、「国別研修」、「課題別研修他」（＝課題別研修及び青年研修、長期研
修）、「JOCV」（＝JICA海外協力隊）、「第三国専門家」、「第三国研修」、「現地国内研修」、「科学技術」（＝科学技術協力（技プロ型及び個別専門家型、SATREPS））「草の根技協」（＝草の根技術協力）、「○○省技協」（＝外務省・JICA以外の省庁及び独立行政法人等が実施している技術協
力）、「民間提案型技協」（＝開発途上国の社会・経済開発のための民間技術普及促進事業）、「SDGs調査」（＝途上国の課題解決型ビジネス（SDGsビジネス）調査）、「無償」（＝以下に特記するサブ・スキームを除く全ての無償資金協力）「食糧援助」（＝食糧援助）、「一般文化」（＝一般文化無償
資金協力）、「草の根文化」（＝草の根文化無償資金協力）、「緊急無償」（＝緊急無償資金協力）、「日本NGO」（＝日本NGO連携無償資金協力）、「草の根無償」（＝草の根・人間の安全保障無償資金協力）、「有償」（＝円借款、海外投融資）、「マルチ」（＝国際機関等を通じた多国間協力スキー
ム）、「基礎調査」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「基礎調査」）、「案件化調査」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「案件化調査」）、「普及・実証・ビジネス化事業」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「普及・実証・ビジネス化事業」、「ニーズ確認調査」（＝中小企業・SDGsビジネ

ス支援事業「ニーズ確認調査」）、「ビジネス化実証事業」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「ビジネス化実証事業」）、実線「―――」（＝実施期間）、破線「- - - -」（＝実施予定期間）　※この凡例にない略語を使用する場合は凡例に当概略語を記載したうえで使用する。

【SDGsゴールの説明】1「貧困」、2「飢餓」、3「保健」、4「教育」、5「ジェンダー」、6「水・衛生」、7「エネルギー」、8「経済成長と雇用」、9「インフラ、産業化、イノベーション」、10「不平等」、11「持続可能な都市」、12「持続可能な消費と生産」、13「気候変動」14「海洋資源」、15「陸上
資源」、16「平和」、17「実施手段」
【SDGsの詳細】https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/pdf/SDGs_pamphlet.pdf

コートジボワール北部のラ・パレ及びブンディアリ公有林におけるアフリカン・ローズウッドの地域コミュニティの参加による保全（フェーズⅠ）

実施期間

2024 2025 2026 2027 2028 2029

その他
個別の案件

案件名 スキーム
支援額

（億円）
SDGs

マルチ 0.32百万USD 1,12,13,15
農林水産省国際熱
帯木材機関
（ITTO）拠出事業

備考

ユニバーサル・ヘ
ルス・カバレッジ
（UHC）及び母子保
健の改善プログラ

ム

3

妊産婦・新生児継続ケア改善プロジェクト 技プロ

年度
以前

年度 年度

3,56.00

30.20

課題別研修他

2025 2026 2027 2028 2029

保健分野の草の根・人間の安全保障無償資金協力 草の根無償

年度 年度 年度

【現状と課題】
１　コートジボワールでは2000年代の内戦の影響により、保健医療サービスが停滞し、高い経済成長率を誇る現在
も、妊産婦死亡率及び新生児死亡率といった母子保健指標はサブサハラ平均と同水準に留まっている。
２　政府は、保健サービス利用者の経済的リスクの保障体制の整備（「UHCに向けた国家保健財政戦略」）や乳幼
児死亡率の低減や保健施設の拡充など（PND2021－2025第４の柱「包摂性・国家連帯・社会活動」）にも取り組ん
でおり、保健システムの強化、保健財政の改善、保健医療サービス利用の向上、疾病対策の強化、母子保健の改
善、栄養改善、公衆衛生・予防の促進を戦略軸に掲げ、保健分野の組織各層のマネジメント強化、保健人材開発管
理、医療施設・機材整備、妊産婦への統合的サービスの提供等を通じた、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ
（UHC）の達成を目指している。

【開発課題への対応方針】
１　中長期的なUHCの達成に向けた基礎的社会サービスの強化に関するコートジボワールの取組を支援
する。
２　特に日本は妊産婦・新生児の継続ケア確立を中心的課題と捉え、①保健センター・総合病院・大学
病院の各レベルにおける保健医療サービス提供体制の強化や利用促進、②母子を含む貧困世帯への医療
保障制度の普及に向けた制度整備・実施について支援する。

協力プログラム名 案件名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）
SDGs 備考2024

保健分野等の課題別研修

3


